
（アウトプット指標による目標）

（アウトカム指標による目標）

【平成２４年度】
２月２６日　基金の交付要綱・管理運営要領等　発出
３月８日  　国が都道府県への基金の交付決定（９７億円）
３月２６日     国が（独）福祉医療機構への出資（４６億円）
３月下旬　　都道府県が社会福祉法人等からの申請受付
【平成２５年度】
４月～　　都道府県が社会福祉法人等に内示・交付決定（※）
　　　　　　（独）福祉医療機構が社会福祉法人等に融資決定
※H25.6.1時点
　・交付した２１県の内７県で内示済
　・国から（独）福祉医療機構に３月26日出資済

執行早期化のために
講じている工夫

補正成立後直ちに交付要綱・管理運営要領を発出し、都道府県への迅速な交付決定に努めた。

事業に関するURL
（事業実施場所、補助先等）

-

事業の進捗状況

予算の執行状況

（進捗実績、
今後のスケジュール）

平成24年度補正予算額 １４３億円
一般会計/特別会計

（特会の場合には名称も記
載）

一般会計

事業の内容
（予算については、
予算の使途及び

予算を交付等する対象者
を明記）

今後想定される首都直下地震や南海トラフ地震などの大規模災害に備え、自力避難が困難な障害者や児童が多数入所
する社会福祉施設の防災対策を推進するとともに、被災地で福祉サービスの提供体制の確保や地域コミュニティの再生
を図る共生型福祉施設の整備を推進するため、社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金の１年間の延長、積み増しを行
う。

また、社会福祉施設や医療施設の耐震化等整備を推進するため、（独）福祉医療機構が低金利かつ長期の貸付を行うこ
とにより設置者の自己負担を軽減できるよう、政府出資により同機構の財務基盤を強化する。

実施方法 　□直接実施　　　□委託・請負　　　　■補助　　　　□負担　　　　□交付　　　　□貸付　　　　■その他（出資）

アウトプット指標（進捗指標）

アウトカム指標（効果指標）

【社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金】
①国から都道府県への社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金の交付決定額（平成25年3月末まで）
　　９７億円
②都道府県から設置者への社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金（耐震化整備分）の交付決定額（平成25年度末ま
で）
　　１７９億円
※既存の基金残の活用額を含む。

【（独）福祉医療機構への出資金】
国から機構への出資額（平成25年3月末まで）　４６億円

本基金により助成する耐震化整備数（平成25年度末までの内示ヵ所数）
１１９ヵ所実施

対策における施策の名称 社会福祉施設の耐震化等整備の推進等

（事業名） 社会福祉施設の耐震化等整備の推進 新規/既存 ■新規（出資）　■既存（基金）

対策の柱立て（小区分①） （２）社会の重要インフラ等の防御体制の整備

担当課 福祉基盤課

対策の柱立て（小区分②） -

事業番号 73

「日本経済再生に向けた緊急経済対策」進捗管理シート（厚生労働省）

対策の柱立て（大区分） Ⅰ．復興・防災対策

担当部局 社会・援護局

対策の柱立て（中区分）
２．事前防災・減災のための国土強靱化の推進、災害への対応体制の強化
等

国 

都道府県・（独）福祉医療機構 

設置者（社会福祉法人等） 

【執行スケジュール】 

都道府県への基金交付決定（３月８日）  

機構への出資金支出（３月２６日） 

３月下旬～（申請受付） 

４月～（都道府県が基金交付決定）  

    （機構が融資の決定） 


